
鈴鹿市監査委員公表第３号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１４項の規定に基づき、定期

監査の監査結果に基づく措置を講じた旨の通知があったので、その内容について次の

とおり公表する。 

令和６年８月２１日 
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定期監査の監査結果に基づく措置について 

１ 措置の内容 

(１) 地域振興部 地域協働課

ア 監査区分 定期監査

イ 監査結果提出日 令和５年１２月２７日

ウ 措置通知年月日 令和６年３月２７日

エ 指摘事項

公民館及びふれあいセンターの使用許可、使用料徴収及び減免については、

鈴鹿市教育委員会の権限に属する事務の補助執行に係る決裁規程に掲載され

ないことから、教育委員会の専決事項であると考えられる。現場での許可等

は、地域協働課内において決定されており、規程と整合していないので改善

されたい。 

オ 措置結果

 規程の整合を図るため、「鈴鹿市事務決裁規程」の見直しを行いました。 

なお、「鈴鹿市教育委員会の権限に属する事務の補助執行に係る決裁規

程」を含めた事務の委任や補助執行の運用を見直す必要があることから、令

和６年度に教育委員会事務局及び関係各課と協議しながら進めていきます。 

(２) 地域振興部 人権政策課

ア 監査区分 定期監査

イ 監査結果提出日 令和５年１２月２７日



  ウ 措置通知年月日 令和６年１月１１日 

  エ 指摘事項 

     所管施設の運営会議の視察研修にかかる旅費については、鈴鹿市意見聴取

等のための会議に関する規程を根拠としているが、同規程第４条は、招聘の

ための旅費相当額を認めるに止まる。視察費用としての旅費は規定されてい

ないので改められたい。 

  オ 措置結果 

     鈴鹿市隣保館・児童センターの運営会議に関する実施要領を改定し、視察

研修に係る経費（食費を除く）については市が負担することを明記する旨を

規定した上で、旅費相当額を会議出席者へ支払う方法ではなく、最適で安価

な交通機関及び宿泊の手配を業者へ委託し、委託料として支払う方法に改め

ました。 

今後は各種法令等を遵守し、適正な管理運営を行います。 

(３)  文化スポーツ部 文化財課  

  ア 監査区分 定期監査 

  イ 監査結果提出日 令和５年１２月２７日 

  ウ 措置通知年月日 令和６年３月２６日 

  エ 指摘事項 

     市が構成員として含まれる実行委員会形式の団体に対する補助金支出が見

受けられた。鈴鹿市補助金交付規則は、市以外のものが行う事業に対し交付

することとしているので改められたい。 

  オ 措置結果 

     市が補助金を支出する実行委員会形式の団体への参画に際しては、構成員

としてではなく、事務的な支援に留めます。 

 (４)  文化スポーツ部 スポーツ課 

   ア 監査区分 定期監査 

   イ  監査結果提出日 令和５年１２月２７日 

  ウ  措置通知年月日 令和６年３月２６日 

  エ 指摘事項 

        市町対抗競技チームの運営を目的とする業務委託において、好成績に対す



る表彰費用支出を目的とする変更契約が見受けられた。別途報償費等によっ

て対応するべきであり改められたい。 

    オ  措置結果 

      今後は、報償費により対応します。 

(５)  文化スポーツ部 スポーツ課  

   ア 監査区分 定期監査 

   イ 監査結果提出日 令和５年１２月２７日 

   ウ 措置通知年月日 令和６年３月２６日 

  エ 指摘事項 

    市が委託するスポーツイベントの運営業務において、大会収入から各種

支出への充当が、受託者である実行委員会限りで行われているが、本来、歳

計予算に計上すべきであり改められたい。 

また、個人情報を伴う再委託業務についての契約上の規定がないこと及

び受託者において基金を設置していることについても併せて改善されたい。 

   オ 措置結果 

     令和５年度までは、再委託業務については、契約書の一部である「個人情

報取扱特記事項」において規定していますが、令和６年度からは業務委託を

やめ、負担金を交付することにします。 

基金については、実行委員会と協議し、早期に解消するよう努めます。 

 

(６)  文化スポーツ部 図書館  

   ア 監査区分 定期監査 

   イ 監査結果提出日 令和５年１２月２７日 

   ウ 措置通知年月日 令和６年３月２５日 

  エ 指摘事項 

    特定法人との単価契約金額の上限を設定した後、その範囲内であるとし

て条件の異なる見計いによる購入契約をしているが、単価や仕様が異なる契

約を混同することは不適切なので改善されたい。 

   オ 措置結果 

     見計いによる購入は通常の図書資料の購入とは異なり、実際図書資料を手



に取り選書でき、また割引を受けられるといった利点はあるものの、図書資

料を保護するためのカバーや図書資料の管理を行うためのバーコード等の装

備がされていない状態での納品となり、装備に費用や時間を多く要するため、

費用対効果を考慮に入れ、今後見計いによる図書資料の購入は行わないこと

といたします。 

 

(７)  健康福祉部 地域医療推進課  

   ア 監査区分 定期監査 

   イ 監査結果提出日 令和５年１２月２７日 

   ウ 措置通知年月日 令和６年３月２７日 

  エ 指摘事項 

    鈴鹿市応急診療所受付業務人材派遣業務において、決裁文書、基本契約

書及び個別契約の支給条件が整合していないので改められたい。 

   オ 措置結果 

     令和５年度において、同業務の契約締結時に決裁文書、基本契約書及び個

別契約の支給条件が整合するよう改めています。令和６年度以降も契約締結

時に不備がないよう、複数の職員による確認を徹底します。 

 

(８)  土木部 土木総務課  

   ア 監査区分 定期監査 

   イ 監査結果提出日 令和５年１２月２７日 

   ウ 措置通知年月日 令和６年３月２１日 

  エ 指摘事項 

    所管する普通財産を民間法人に貸し付ける案件が見受けられたが、道路

予定地はいわゆる予定公物に該当するため、行政財産に準じた取扱いが求め

られる。賃貸は、関係法令上不適切であり早急に改善されたい。 

   オ 措置結果 

     来年度以降は、行政財産目的外使用の取扱いに改めます。 

 

(９)  上下水道局 営業課  



   ア 監査区分 定期監査 

   イ 監査結果提出日 令和５年１２月２７日 

   ウ 措置通知年月日 令和６年１月１７日 

  エ 指摘事項 

    量水器取替業務委託に係る制水弁操作業務等に使用する契約単価の改定

に当たっては、受注者との口頭による協議のみによることなく、書面を交わ

すよう改められたい。 

   オ 措置結果 

     量水器取替業務委託に係る単価契約の改定に当たり、指摘事項の内容を真

摯に受け止め、単価契約の変更時においては、口頭ではなく書面で交わすよ

う改めます。 

 

(10)  上下水道局 水道工務課  

   ア 監査区分 定期監査 

   イ 監査結果提出日 令和５年１２月２７日 

   ウ 措置通知年月日 令和６年１月３１日 

  エ 指摘事項 

    受注者との協議や報告、指示を書面で行うことが請負契約書に規定され

ているが、いくつかの設計変更において、口頭による協議や指示等によって

行われている案件が見受けられたので改められたい。 

   オ 措置結果 

     工事の施工にあたり現場条件の不一致などにより設計図書の変更を行う場

合は工事打合せ簿等の書面で通知するよう再度周知を徹底し、改めます。 

 


